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Ⅶ 圏域ビジョン 

障害保健福祉圏域ごとに障害福祉サービス等の見込量及び事業所の指定状況等を整理・分析

し、各市町との意見交換を踏まえ、各圏域の課題及び今後の方向性についてまとめました。 

１ 県全体 

(1) 県の概況    

区 分 交付者等 備 考 

面積 6,408.09 ㎢ R5.7.1 現在（国土地理院全国
都道府県市区町村別面積調） 

人口 1,898,513人 R5.4.1（栃木県毎月人口推計） 

世帯 811,136 世帯 R5.4.1（栃木県毎月人口推計） 

身体障害者手帳  70,179 人 R5.4.1現在 

療育手帳  19.606 人 R5.4.1現在 

精神障害者保健福祉手帳  17,969 人 R5.4.1現在 

特定医療費（指定難病）受給者証（※）  16,178 人 R5.3.31現在 

    （※）指定難病ごとの患者数により算定（各圏域の数値について同じ） 

 

  (2) 指定障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R2.11.1 R5.11.1 増減 伸び率
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）（Ｂ／Ａ）

事業所数 197 203 6 103.0
事業所数 140 146 6 104.3
事業所数 78 82 4 105.1
事業所数 23 20 △ 3 87.0
事業所数 0 0 0 -
事業所数 175 204 29 116.6
定員 5,460 5,926 466 108.5
事業所数 117 156 39 133.3
定員 623 707 84 113.5
事業所数 1 1 0 100.0
定員 30 30 0 100.0
事業所数 18 19 1 105.6
定員 217 190 △ 27 87.6
事業所数 49 46 △ 3 93.9
定員 543 482 △ 61 88.8
事業所数 78 103 25 132.1
定員 1,397 1,844 447 132.0
事業所数 210 263 53 125.2
定員 4,338 5,379 1,041 124.0
住居数 429 585 156 136.4
定員 2,923 4,078 1,155 139.5
事業所数 46 46 0 100.0
定員 2,249 2,244 △ 5 99.8
事業所数 203 246 43 121.2
事業所数 4 4 0 100.0
定員 70 70 0 100.0
事業所数 5 5 0 100.0
定員 408 434 26 106.4
事業所数 5 8 3 160.0
定員 150 190 40 126.7
事業所数 2 2 0 100.0
定員 50 50 0 100.0
事業所数 245 368 123 150.2
定員 2,840 4,150 1,310 146.1
事業所数 10 13 3 130.0
定員 80 95 15 118.8
事業所数 20 34 14 170.0
事業所数 152 177 25 116.4

※１　都民施設を除く

区分

居宅介護

生活介護

短期入所

自立訓練（機能訓練）

重度障害者等包括支援
行動援護
同行援護
重度訪問介護

自立訓練（生活訓練）

障害児相談支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

福祉型児童発達支援セン
ター
医療型児童発達支援セン
ター

相談支援

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

児童発達支援・放課後等
デイサービス

保育所等訪問支援

主に重症心身障害児を支援

共同生活援助

施設入所支援※1
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  (3) 令和６（2024）～８（2026）年度の障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の見込

量及び今後必要となる事業所数等の試算（県全体） 

 

 

 

 

 

 

A 計画 2,531 2,613 2,696

B 実績 2,377

事業所数 C 203 215 221 228
１事業所当たりの利用者数 D
今後必要となる事業所数 E 圏域計 12 18 25

A 計画 53 58 62

B 実績 35

事業所数 C 146 190 204 215
１事業所当たりの利用者数 D
今後必要となる事業所数 E 圏域計 44 58 69

A 計画 474 492 508

B 実績 435

事業所数 C 82 90 94 97
１事業所当たりの利用者数 D

今後必要となる事業所数 E 圏域計 8 12 15
A 計画 112 120 129

B 実績 88

事業所数 C 20 30 32 33
１事業所当たりの利用者数 D
今後必要となる事業所数 E 圏域計 10 12 13

A 計画 4 4 4

B 実績 0

事業所数 C 0 3 3 3
１事業所当たりの利用者数 D

今後必要となる事業所数 E 圏域計 3 3 3
A 計画 938 845 901 960

B 実績 708

定員 C 707 834 889 948

平均利用者数 D
今後必要となる定員 E 圏域計 127 182 241

A 計画 5,282 5,320 5,399 5,481

B 実績 5,205

定員 C 5,926

今後必要となる定員 D A-C △ 606 △ 527 △ 445
A 計画 33 14 14 17
B 実績 1

事業所数 C 4
A 計画 2,670 3,470 3,802 4,175

B 実績 3,130

定員 C 4,078

今後必要となる定員 D A-C △ 608 △ 276 97

８年度

重度障害者等
包括支援

利用者数（人）

同行援護

利用者数（人）

行動援護

重度訪問介護

利用者数（人）

区 分 サ ー ビ ス 名 等 ５年度 ６年度 ７年度

生活介護

利用者数（人）

訪

問

系

居宅介護

利用者数（人）

居

住

支

援

系

自立生活援助
利用者数（人）

共同生活援助

利用者数（人）

利用者数（人）

日

中

活

動

系

短期入所

利用者数（人）
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A 計画 34 24 26 30

B 実績 9

定員 C 30
今後必要となる定員 D A-C △ 6 △ 4 0

A 計画 165 162 186 218
B 実績 111

定員 C 190

今後必要となる定員 D A-C △ 28 △ 4 28
A 計画 105 175 261
B 実績

定員 C

今後必要となる定員 D A-C 0 175 261

A 計画 420 348 369 387
B 実績 283

定員 C 482
今後必要となる定員 D A-C △ 134 △ 113 △ 95

A 計画 1,925 2,234 2,483 2,765

B 実績 1,952

定員 C 1,844
今後必要となる定員 D A-C 390 639 921

A 計画 4,390 4,825 5,061 5,310

B 実績 4,623

定員 C 5,379
今後必要となる定員 D A-C △ 554 △ 318 △ 69

A 計画 200 148 166 185
B 実績 112

事業所数 C 25

A 計画 2,433 2,824 3,077 3,358

B 実績 2,314
定員 C 2,266
今後必要となる定員 D A-C 558 811 1,092

A 計画 4,762 5,773 6,196 6,647

B 実績 5,217

定員 C 3,525
今後必要となる定員 D A-C 2,248 2,671 3,122

A 計画 30 13 13 15
B 実績 4

事業所数 C 3

A 計画 128 245 289 347

B 実績 136

事業所数 C 34
A 計画 3,892 3,967 4,257 4,570
B 実績 3,552

事業所数 C 243
A 計画 1,471 1,713 1,903 2,119
B 実績 1,492

事業所数 C 177
A 計画 65 24 30 39
B 実績 8

事業所数 C 54
A 計画 86 29 35 42
B 実績 13

事業所数 C 54

※ ６～８年度の利用者数の計画は、各市町の見込み
※ ５年度の利用者数の実績は、５年４月～８月の平均
※ 事業所数及び定員については、５年11月１日現在
※ 身近な地域でのサービス供給体制について検討する観点から、療養介護及び施設入所支援は除く

区 分 サ ー ビ ス 名 等 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数（人）

利用者数（人）

自立訓練
（生活訓練）

利用者数（人）

就労選択支援

利用者数（人）

就労移行支援

利用者数（人）

障
害
児
訪
問

系

利用者数（人）

就労継続支援
（B型）

利用者数（人）

就労定着支援
利用者数（人）

障

害

児

通

所

系

児童発達支援
利用者数（人）

放課後等
デイサービス

相

談

支

援

系

計画相談支援
利用者数（人）

障害児相談支援
利用者数（人）

利用者数（人）

地域定着支援
利用者数（人）

利用者数（人）

地域移行支援

居宅訪問型
児童発達支援

訓

練

系

・

就

労

系

自立訓練
（機能訓練）

就労継続支援
（A型）

保育所等訪問支援
利用者数（人）
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２ 圏域の状況     ※各圏域の「管内の概況」に係る数値の時点は、県全体の「県の概況」と同じ 

  (1) 宇都宮障害保健福祉圏域（宇都宮市） 

   ① 管内の概況 

区 分 交付者等 県全体に占 

める割合 

面積    416.85 ㎢  6.5 % 

人口    513,264 人 27.0 % 

世帯  235,188世帯 29.0 % 

身体障害者手帳 14,968 人 21.3 % 

療育手帳    4,774 人 24.3 % 

精神障害者保健福祉手帳      5,289 人 29.4 % 

特定医療費（指定難病）受給者証      4,291 人 26.5 % 

  

  ② 指定障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R2.11.1 R5.11.1 増減 伸び率
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）（Ｂ／Ａ）

事業所数 68 71 3 104.4
事業所数 44 45 1 102.3
事業所数 31 33 2 106.5
事業所数 11 10 △ 1 90.9
事業所数 0 0 0 -
事業所数 39 46 7 117.9
定員 923 1,037 114 112.4
事業所数 23 39 16 169.6
定員 109 161 52 147.7
事業所数 1 1 0 100.0
定員 30 30 0 100.0
事業所数 4 4 0 100.0
定員 65 54 △ 11 83.1
事業所数 16 18 2 112.5
定員 222 238 16 107.2
事業所数 26 34 8 130.8
定員 444 575 131 129.5
事業所数 48 73 25 152.1
定員 900 1,310 410 145.6
住居数 88 155 67 176.1
定員 636 1,181 545 185.7
事業所数 7 7 0 100.0
定員 220 220 0 100.0
事業所数 46 54 8 117.4
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 2 2 0 100.0
定員 130 130 0 100.0
事業所数 2 2 0 100.0
定員 100 90 △ 10 90.0
事業所数 2 2 0 100.0
定員 50 50 0 100.0
事業所数 73 114 41 156.2
定員 795 1,220 425 153.5
事業所数 2 3 1 150.0
定員 15 20 5 133.3
事業所数 4 10 6 250.0
事業所数 30 36 6 120.0

区分

行動援護
同行援護
重度訪問介護
居宅介護

福祉型児童発達支援セン
ター
医療型児童発達支援セン
ター
児童発達支援・放課後等
デイサービス

相談支援

施設入所支援

重度障害者等包括支援

就労継続支援（Ｂ型）

自立訓練（生活訓練）

福祉型障害児入所施設

就労継続支援（Ａ型）

障害児相談支援

生活介護

短期入所

自立訓練（機能訓練）

医療型障害児入所施設

就労移行支援

主に重症心身障害児を支援

共同生活援助

保育所等訪問支援
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③ 令和６（2024）～８（2026）年度の障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の見込

量及び今後必要となる事業所数等の試算（宇都宮） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 計画 790 806 822

B 実績 776

事業所数 C 71 72 74 75
１事業所当たりの利用者数 D B/C 10.9
今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 1 3 4

A 計画 23 26 29

B 実績 17

事業所数 C 45 61 69 77
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.4

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 16 24 32

A 計画 189 195 201

B 実績 176

事業所数 C 33 35 37 38
１事業所当たりの利用者数 D B/C 5.3

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 2 4 5
A 計画 54 58 63

B 実績 48

事業所数 C 10 11 12 13
１事業所当たりの利用者数 D B/C 4.8
今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 1 2 3

A 計画 0 0 0

B 実績 0

事業所数 C 0 0 0 0
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.0

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 0 0 0
A 計画 144 209 216 223

B 実績 177

定員 C 161 190 196 203

平均利用者数 D B/C 1.1

今後必要となる定員 E (A/D)-C 29 35 42
A 計画 1,198 1,124 1,135 1,146

B 実績 1,116

定員 C 1,037

今後必要となる定員 D A-C 87 98 109

A 計画 3 1 1 1
B 実績 1

事業所数 C 1
A 計画 713 922 1,060 1,219

B 実績 779

定員 C 1,181

今後必要となる定員 D A-C △ 259 △ 121 38

居

住

支

援

系

自立生活援助
利用者数（人）

共同生活援助

利用者数（人）

利用者数（人）

訪

問

系

居宅介護

６年度 ７年度 ８年度

同行援護

重度訪問介護

利用者数（人）

行動援護

利用者数（人）

５年度

利用者数（人）

重度障害者等
包括支援

区 分 サ ー ビ ス 名 等

日

中

活

動

系

短期入所

利用者数（人）

生活介護

利用者数（人）

利用者数（人）
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A 計画 6 1 1 1

B 実績 1

定員 C 30
今後必要となる定員 D A-C △ 29 △ 29 △ 29

A 計画 35 31 33 35

B 実績 31

定員 C 54

今後必要となる定員 D A-C △ 23 △ 21 △ 19
A 計画 10 30

B 実績

定員 C

今後必要となる定員 D A-C 0 10 30

A 計画 113 103 107 111

B 実績 101

定員 C 238
今後必要となる定員 D A-C △ 135 △ 131 △ 127

A 計画 614 665 751 849

B 実績 577

定員 C 575
今後必要となる定員 D A-C 90 176 274

A 計画 885 1,026 1,108 1,197

B 実績 951

定員 C 1,310
今後必要となる定員 D A-C △ 284 △ 202 △ 113

A 計画 64 39 42 45
B 実績 37

事業所数 C 9

A 計画 575 727 862 1,024

B 実績 484

定員 C 785
今後必要となる定員 D A-C △ 58 77 239

A 計画 1,589 1,692 1,811 1,937

B 実績 1,456

定員 C 1,065

今後必要となる定員 D A-C 627 746 872
A 計画 5 3 3 3
B 実績 2

事業所数 C 2

A 計画 25 111 136 168

B 実績 40

事業所数 C 10
A 計画 957 1,047 1,141 1,244
B 実績 892

事業所数 C 54
A 計画 295 226 264 309
B 実績 187

事業所数 C 36
A 計画 4 1 1 1
B 実績 0

事業所数 C 12
A 計画 9 1 1 1
B 実績 1

事業所数 C 12

※ ６～８年度の利用者数の計画は、各市町の見込み
※ ５年度の利用者数の実績は、５年４月～８月の平均
※ 事業所数及び定員については、５年11月１日現在
※ 身近な地域でのサービス供給体制について検討する観点から、療養介護及び施設入所支援は除く

地域定着支援
利用者数（人）

利用者数（人）

サ ー ビ ス 名 等

児童発達支援
利用者数（人）

放課後等
デイサービス

利用者数（人）

就労継続支援
（B型）

利用者数（人）

障

害

児

通

所

系

区 分

地域移行支援
利用者数（人）

障
害
児
訪
問

系

居宅訪問型
児童発達支援

利用者数（人）

保育所等訪問支援

利用者数（人）
自立訓練

（生活訓練）

利用者数（人）

就労移行支援
利用者数（人）

利用者数（人）

６年度

利用者数（人）

就労定着支援

７年度

就労継続支援
（A型）

相

談

支

援

系

計画相談支援
利用者数（人）

障害児相談支援
利用者数（人）

利用者数（人）

５年度

自立訓練
（機能訓練）

８年度

就労選択支援

訓

練

系

・

就

労

系



 

47 

(2) 県西障害保健福祉圏域（鹿沼市、日光市） 

   ① 管内の概況 

区 分 交付者等 県全体に占 

める割合 

面積  1,940.47 ㎢ 30.3 % 

人口    166,184 人 8.8 % 

世帯   68,698世帯 8.5 % 

身体障害者手帳    6,812 人 9.7 % 

療育手帳    1,933 人 9.9 % 

精神障害者保健福祉手帳      1,556 人 8.7 % 

特定医療費（指定難病）受給者証      1,598 人 9.9 % 

 

   ② 指定障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R2.11.1 R5.11.1 増減 伸び率
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）（Ｂ／Ａ）

事業所数 14 12 △ 2 85.7
事業所数 8 6 △ 2 75.0
事業所数 6 4 △ 2 66.7
事業所数 1 0 △ 1 0.0
事業所数 0 0 0 -
事業所数 20 22 2 110.0
定員 712 734 22 103.1
事業所数 12 16 4 133.3
定員 58 60 2 103.4
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 0 1 1 皆増
定員 0 6 6 皆増
事業所数 1 1 0 100.0
定員 6 6 0 100.0
事業所数 8 12 4 150.0
定員 175 240 65 137.1
事業所数 22 24 2 109.1
定員 451 471 20 104.4
住居数 56 68 12 121.4
定員 351 436 85 124.2
事業所数 5 5 0 100.0
定員 230 230 0 100.0
事業所数 17 22 5 129.4
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 24 31 7 129.2
定員 275 350 75 127.3
事業所数 1 1 0 100.0
定員 5 5 0 100.0
事業所数 3 3 0 100.0
事業所数 13 15 2 115.4

※１　都民施設を除く

区分

居宅介護

生活介護

短期入所

自立訓練（機能訓練）

重度障害者等包括支援
行動援護
同行援護
重度訪問介護

自立訓練（生活訓練）

障害児相談支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

福祉型児童発達支援セン
ター
医療型児童発達支援セン
ター

相談支援

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

児童発達支援・放課後等
デイサービス

保育所等訪問支援

主に重症心身障害児を支援

共同生活援助

施設入所支援※1
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  ③ 令和６（2024）～８（2026）年度の障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の見込

量及び今後必要となる事業所数等の試算（県西） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 計画 179 184 189

B 実績 173

事業所数 C 12 12 13 13
１事業所当たりの利用者数 D B/C 14.4
今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 0 1 1

A 計画 1 1 1

B 実績 1

事業所数 C 6 6 6 6
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.2

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 0 0 0

A 計画 47 50 53

B 実績 44

事業所数 C 4 4 5 5
１事業所当たりの利用者数 D B/C 11.0

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 0 1 1
A 計画 5 6 6

B 実績 3

事業所数 C 0 1 1 1
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.0
今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 1 1 1

A 計画 0 0 0

B 実績 0

事業所数 C 0 0 0 0
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.0

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 0 0 0
A 計画 115 76 78 80

B 実績 71

定員 C 60 64 66 68

平均利用者数 D B/C 1.2

今後必要となる定員 E (A/D)-C 4 6 8
A 計画 599 587 596 605

B 実績 579

定員 C 734

今後必要となる定員 D A-C △ 147 △ 138 △ 129
A 計画 1 1 1 1
B 実績 0

事業所数 C 0
A 計画 245 328 343 358

B 実績 315

定員 C 436

今後必要となる定員 D A-C △ 108 △ 93 △ 78

居

住

支

援

系

自立生活援助
利用者数（人）

共同生活援助

利用者数（人）

利用者数（人）

日

中

活

動

系

短期入所

利用者数（人）

生活介護

利用者数（人）

訪

問

系

居宅介護

利用者数（人）

重度訪問介護

利用者数（人）

同行援護

利用者数（人）

行動援護

利用者数（人）

８年度

重度障害者等
包括支援

区 分 サ ー ビ ス 名 等 ５年度 ６年度 ７年度
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A 計画 3 4 4 5

B 実績 4

定員 C 0
今後必要となる定員 D A-C 4 4 5

A 計画 16 7 7 8
B 実績 4

定員 C 6

今後必要となる定員 D A-C 1 1 2
A 計画 13 24

B 実績

定員 C

今後必要となる定員 D A-C 0 13 24

A 計画 30 15 16 17

B 実績 9

定員 C 6
今後必要となる定員 D A-C 9 10 11

A 計画 248 243 268 293

B 実績 226

定員 C 240
今後必要となる定員 D A-C 3 28 53

A 計画 440 445 469 493

B 実績 423

定員 C 471
今後必要となる定員 D A-C △ 26 △ 2 22

A 計画 10 8 9 10
B 実績 8

事業所数 C 2

A 計画 237 209 221 233

B 実績 184

定員 C 145
今後必要となる定員 D A-C 64 76 88

A 計画 370 480 530 580

B 実績 446

定員 C 300
今後必要となる定員 D A-C 180 230 280

A 計画 1 1 1 1
B 実績 0

事業所数 C 0

A 計画 6 4 4 5

B 実績 1

事業所数 C 3
A 計画 285 340 355 370
B 実績 328

事業所数 C 21
A 計画 114 147 155 163
B 実績 143

事業所数 C 15
A 計画 2 1 1 2
B 実績 0

事業所数 C 4
A 計画 2 1 1 2
B 実績 0

事業所数 C 4

※ ６～８年度の利用者数の計画は、各市町の見込み
※ ５年度の利用者数の実績は、５年４月～８月の平均
※ 事業所数及び定員については、５年11月１日現在
※ 身近な地域でのサービス供給体制について検討する観点から、療養介護及び施設入所支援は除く

地域移行支援
利用者数（人）

地域定着支援
利用者数（人）

障
害
児
訪
問

系

居宅訪問型
児童発達支援

利用者数（人）

保育所等訪問支援
利用者数（人）

相

談

支

援

系

計画相談支援
利用者数（人）

障害児相談支援
利用者数（人）

就労継続支援
（B型）

利用者数（人）

就労定着支援
利用者数（人）

障

害

児

通

所

系

児童発達支援
利用者数（人）

放課後等
デイサービス

利用者数（人）

就労選択支援

利用者数（人）

就労移行支援
利用者数（人）

就労継続支援
（A型）

利用者数（人）

訓

練

系

・

就

労

系

自立訓練
（機能訓練）

利用者数（人）

自立訓練
（生活訓練）

利用者数（人）

５年度 ６年度 ７年度 ８年度区 分 サ ー ビ ス 名 等
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(3) 県東障害保健福祉圏域（真岡市、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町） 

   ① 管内の概況 

   

 

 

 

 

 

 

   

 

 

   ② 指定障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 交付者等 県全体に占 

める割合 

面積    563.84 ㎢ 8.8 %   

人口    135,547 人 7.1 % 

世帯   52,642世帯 6.5 % 

身体障害者手帳     4,917 人   7.0 % 

療育手帳    1,617 人   8.2 % 

精神障害者保健福祉手帳      1,157 人   6.4 % 

特定医療費（指定難病）受給者証    1,083 人  6.7 % 

R2.11.1 R5.11.1 増減 伸び率
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）（Ｂ／Ａ）

事業所数 10 10 0 100.0
事業所数 7 7 0 100.0
事業所数 1 1 0 100.0
事業所数 2 1 △ 1 50.0
事業所数 0 0 0 -
事業所数 10 11 1 110.0
定員 285 291 6 102.1
事業所数 7 7 0 100.0
定員 23 24 1 104.3
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 2 2 0 100.0
定員 12 12 0 100.0
事業所数 4 6 2 150.0
定員 70 105 35 150.0
事業所数 13 18 5 138.5
定員 283 363 80 128.3
住居数 21 28 7 133.3
定員 126 175 49 138.9
事業所数 3 3 0 100.0
定員 120 120 0 100.0
事業所数 10 15 5 150.0
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 0 1 1 皆増
定員 0 15 15 皆増
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 15 26 11 173.3
定員 175 290 115 165.7
事業所数 1 1 0 100.0
定員 5 5 0 100.0
事業所数 1 3 2 300.0
事業所数 10 15 5 150.0

児童発達支援・放課後等
デイサービス

保育所等訪問支援

主に重症心身障害児を支援

共同生活援助

施設入所支援

自立訓練（生活訓練）

障害児相談支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

福祉型児童発達支援セン
ター
医療型児童発達支援セン
ター

相談支援

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

区分

居宅介護

生活介護

短期入所

自立訓練（機能訓練）

重度障害者等包括支援
行動援護
同行援護
重度訪問介護
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  ③ 令和６（2024）～８（2026）年度の障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の見込

量及び今後必要となる事業所数等の試算（県東） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 計画 201 217 235

B 実績 147

事業所数 C 10 14 15 16
１事業所当たりの利用者数 D B/C 14.7
今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 4 5 6

A 計画 3 3 3

B 実績 0

事業所数 C 7 7 7 7
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.0

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 0 0 0

A 計画 7 7 7

B 実績 5

事業所数 C 1 1 1 1
１事業所当たりの利用者数 D B/C 5.0

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 0 0 0
A 計画 7 7 8

B 実績 5

事業所数 C 1 1 1 2
１事業所当たりの利用者数 D B/C 5.0
今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 0 0 1

A 計画 0 0 0

B 実績 0

事業所数 C 0 0 0 0
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.0

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 0 0 0
A 計画 70 53 58 63

B 実績 33

定員 C 24 39 42 46

平均利用者数 D B/C 1.4

今後必要となる定員 E (A/D)-C 15 18 22
A 計画 386 390 396 402

B 実績 379

定員 C 291

今後必要となる定員 D A-C 99 105 111

A 計画 9 3 3 4
B 実績 0

事業所数 C 1
A 計画 220 304 333 365

B 実績 252

定員 C 175

今後必要となる定員 D A-C 129 158 190

居

住

支

援

系

自立生活援助
利用者数（人）

共同生活援助

利用者数（人）

利用者数（人）

日

中

活

動

系

短期入所

利用者数（人）

生活介護

利用者数（人）

訪

問

系

居宅介護

利用者数（人）

重度訪問介護

利用者数（人）

同行援護

利用者数（人）

行動援護

利用者数（人）

８年度

重度障害者等
包括支援

区 分 サ ー ビ ス 名 等 ５年度 ６年度 ７年度
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A 計画 4 2 2 2

B 実績 0

定員 C 0
今後必要となる定員 D A-C 2 2 2

A 計画 5 4 4 5

B 実績 1

定員 C 0

今後必要となる定員 D A-C 4 4 5
A 計画 18 19

B 実績

定員 C

今後必要となる定員 D A-C 0 18 19

A 計画 21 20 23 25

B 実績 12

定員 C 12
今後必要となる定員 D A-C 8 11 13

A 計画 110 216 249 289

B 実績 158

定員 C 105
今後必要となる定員 D A-C 111 144 184

A 計画 380 429 445 462

B 実績 387

定員 C 363
今後必要となる定員 D A-C 66 82 99

A 計画 10 12 13 13
B 実績 5

事業所数 C 0

A 計画 125 100 104 108

B 実績 87

定員 C 140
今後必要となる定員 D A-C △ 40 △ 36 △ 32

A 計画 341 379 419 464

B 実績 343

定員 C 270

今後必要となる定員 D A-C 109 149 194
A 計画 4 1 1 1
B 実績 0

事業所数 C 0

A 計画 9 11 12 13

B 実績 4

事業所数 C 3
A 計画 265 247 263 280
B 実績 197

事業所数 C 15
A 計画 125 107 115 124
B 実績 111

事業所数 C 15
A 計画 8 4 5 7
B 実績 1

事業所数 C 2
A 計画 9 3 5 7
B 実績 1

事業所数 C 2

※ ６～８年度の利用者数の計画は、各市町の見込み
※ ５年度の利用者数の実績は、５年４月～８月の平均
※ 事業所数及び定員については、５年11月１日現在
※ 身近な地域でのサービス供給体制について検討する観点から、療養介護及び施設入所支援は除く

地域移行支援
利用者数（人）

地域定着支援
利用者数（人）

障
害
児
訪
問

系

居宅訪問型
児童発達支援

利用者数（人）

保育所等訪問支援
利用者数（人）

相

談

支

援

系

計画相談支援
利用者数（人）

障害児相談支援
利用者数（人）

就労継続支援
（B型）

利用者数（人）

就労定着支援
利用者数（人）

障

害

児

通

所

系

児童発達支援
利用者数（人）

放課後等
デイサービス

利用者数（人）

就労選択支援

利用者数（人）

就労移行支援
利用者数（人）

就労継続支援
（A型）

利用者数（人）

訓

練

系

・

就

労

系

自立訓練
（機能訓練）

利用者数（人）

自立訓練
（生活訓練）

利用者数（人）

５年度 ６年度 ７年度 ８年度区 分 サ ー ビ ス 名 等
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(4) 県南障害保健福祉圏域（栃木市、小山市、下野市、上三川町、壬生町、野木町） 

   ① 管内の概況 

   

 

 

 

 

 

 

   

 

 

   ② 指定障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 交付者等 県全体に占 

める割合 

面積    723.56 ㎢ 11.3 %   

人口    471,051 人 24.8 % 

世帯  195,636世帯 24.1 % 

身体障害者手帳   20,102 人   28.6 % 

療育手帳    5,015 人   25.6 % 

精神障害者保健福祉手帳      4,197 人   23.4 % 

特定医療費（指定難病）受給者証    3,987 人  24.6 % 

R2.11.1 R5.11.1 増減 伸び率
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）（Ｂ／Ａ）

事業所数 48 49 1 102.1
事業所数 35 37 2 105.7
事業所数 21 21 0 100.0
事業所数 4 4 0 100.0
事業所数 0 0 0 -
事業所数 37 42 5 113.5
定員 1,173 1,238 65 105.5
事業所数 22 30 8 136.4
定員 122 135 13 110.7
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 5 6 1 120.0
定員 48 68 20 141.7
事業所数 8 6 △ 2 75.0
定員 69 43 △ 26 62.3
事業所数 17 22 5 129.4
定員 294 400 106 136.1
事業所数 53 55 2 103.8
定員 1,204 1,375 171 114.2
住居数 117 142 25 121.4
定員 747 927 180 124.1
事業所数 10 10 0 100.0
定員 517 517 0 100.0
事業所数 57 69 12 121.1
事業所数 1 1 0 100.0
定員 20 20 0 100.0
事業所数 1 1 0 100.0
定員 60 60 0 100.0
事業所数 0 1 1 皆増
定員 0 20 20 皆増
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 55 87 32 158.2
定員 665 980 315 147.4
事業所数 3 5 2 166.7
定員 25 35 10 140.0
事業所数 6 11 5 183.3
事業所数 36 45 9 125.0

児童発達支援・放課後等
デイサービス

保育所等訪問支援

主に重症心身障害児を支援

共同生活援助

施設入所支援

自立訓練（生活訓練）

障害児相談支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

福祉型児童発達支援セン
ター
医療型児童発達支援セン
ター

相談支援

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

区分

居宅介護

生活介護

短期入所

自立訓練（機能訓練）

重度障害者等包括支援
行動援護
同行援護
重度訪問介護
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  ③ 令和６（2024）～８（2026）年度の障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の見込

量及び今後必要となる事業所数等の試算（県南） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 計画 575 576 577

B 実績 553

事業所数 C 49 51 51 51
１事業所当たりの利用者数 D B/C 11.3
今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 2 2 2

A 計画 18 20 21

B 実績 13

事業所数 C 37 51 57 60
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.4

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 14 20 23

A 計画 91 95 100

B 実績 84

事業所数 C 21 23 24 25
１事業所当たりの利用者数 D B/C 4.0

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 2 3 4
A 計画 28 31 34

B 実績 22

事業所数 C 4 5 6 6
１事業所当たりの利用者数 D B/C 5.5
今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 1 2 2

A 計画 2 2 2

B 実績 0

事業所数 C 0 1 1 1
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.0

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 1 1 1
A 計画 168 160 175 193

B 実績 128

定員 C 135 169 185 204

平均利用者数 D B/C 0.9

今後必要となる定員 E (A/D)-C 34 50 69
A 計画 1,314 1,311 1,328 1,347

B 実績 1,292

定員 C 1,238

今後必要となる定員 D A-C 73 90 109

A 計画 6 4 4 4
B 実績 0

事業所数 C 0
A 計画 644 872 960 1,059

B 実績 778

定員 C 927

今後必要となる定員 D A-C △ 55 33 132

居

住

支

援

系

自立生活援助
利用者数（人）

共同生活援助

利用者数（人）

利用者数（人）

日

中

活

動

系

短期入所

利用者数（人）

生活介護

利用者数（人）

訪

問

系

居宅介護

利用者数（人）

重度訪問介護

利用者数（人）

同行援護

利用者数（人）

行動援護

利用者数（人）

８年度

重度障害者等
包括支援

区 分 サ ー ビ ス 名 等 ５年度 ６年度 ７年度
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A 計画 11 8 10 13

B 実績 3

定員 C 0
今後必要となる定員 D A-C 8 10 13

A 計画 43 78 96 122

B 実績 47

定員 C 68

今後必要となる定員 D A-C 10 28 54
A 計画 66 77

B 実績

定員 C

今後必要となる定員 D A-C 0 66 77

A 計画 74 63 68 73

B 実績 53

定員 C 43
今後必要となる定員 D A-C 20 25 30

A 計画 407 492 539 591

B 実績 437

定員 C 400
今後必要となる定員 D A-C 92 139 191

A 計画 1,137 1,296 1,361 1,432

B 実績 1,244

定員 C 1,375
今後必要となる定員 D A-C △ 79 △ 14 57

A 計画 24 31 35 39
B 実績 24

事業所数 C 3

A 計画 660 810 838 866

B 実績 729

定員 C 556
今後必要となる定員 D A-C 254 282 310

A 計画 934 1,363 1,441 1,524

B 実績 1,280

定員 C 790

今後必要となる定員 D A-C 573 651 734
A 計画 8 4 4 4
B 実績 1

事業所数 C 0

A 計画 16 44 52 61

B 実績 30

事業所数 C 11
A 計画 1,181 1,030 1,110 1,199
B 実績 955

事業所数 C 69
A 計画 412 527 574 626
B 実績 467

事業所数 C 45
A 計画 21 8 11 15
B 実績 2

事業所数 C 14
A 計画 30 12 13 14
B 実績 8

事業所数 C 14

※ ６～８年度の利用者数の計画は、各市町の見込み
※ ５年度の利用者数の実績は、５年４月～８月の平均
※ 事業所数及び定員については、５年11月１日現在
※ 身近な地域でのサービス供給体制について検討する観点から、療養介護及び施設入所支援は除く

地域移行支援
利用者数（人）

地域定着支援
利用者数（人）

障
害
児
訪
問

系

居宅訪問型
児童発達支援

利用者数（人）

保育所等訪問支援
利用者数（人）

相

談

支

援

系

計画相談支援
利用者数（人）

障害児相談支援
利用者数（人）

就労継続支援
（B型）

利用者数（人）

就労定着支援
利用者数（人）

障

害

児

通

所

系

児童発達支援
利用者数（人）

放課後等
デイサービス

利用者数（人）

就労選択支援

利用者数（人）

就労移行支援
利用者数（人）

就労継続支援
（A型）

利用者数（人）

訓

練

系

・

就

労

系

自立訓練
（機能訓練）

利用者数（人）

自立訓練
（生活訓練）

利用者数（人）

５年度 ６年度 ７年度 ８年度区 分 サ ー ビ ス 名 等



 

56 

(5) 県北障害保健福祉圏域（大田原市、矢板市、那須塩原市、さくら市、那須烏山市、 

塩谷町、高根沢町、那須町、那珂川町） 

① 管内の概況 

   

 

 

 

 

 

 

   

 

    

② 指定障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 交付者等 県全体に占 

める割合 

面積  2,229.59 ㎢ 34.8 %   

人口    358,833 人 18.9 % 

世帯  148,279世帯 18.3 % 

身体障害者手帳    14,930 人   21.3 % 

療育手帳    3,739 人   19.1 % 

精神障害者保健福祉手帳      3,263 人   18.2 % 

特定医療費（指定難病）受給者証    2,954 人  18.3 % 

R2.11.1 R5.11.1 増減 伸び率
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）（Ｂ／Ａ）

事業所数 31 35 4 112.9
事業所数 24 28 4 116.7
事業所数 11 16 5 145.5
事業所数 3 3 0 100.0
事業所数 0 0 0 -
事業所数 42 56 14 133.3
定員 1,260 1,491 231 118.3
事業所数 39 44 5 112.8
定員 248 247 △ 1 99.6
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 8 7 △ 1 87.5
定員 98 56 △ 42 57.1
事業所数 16 13 △ 3 81.3
定員 166 133 △ 33 80.1
事業所数 14 14 0 100.0
定員 254 264 10 103.9
事業所数 39 49 10 125.6
定員 854 1,022 168 119.7
住居数 74 99 25 133.8
定員 492 649 157 131.9
事業所数 14 14 0 100.0
定員 702 697 △ 5 99.3
事業所数 49 58 9 118.4
事業所数 3 3 0 100.0
定員 50 50 0 100.0
事業所数 1 1 0 100.0
定員 50 50 0 100.0
事業所数 2 2 0 100.0
定員 40 40 0 100.0
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 40 58 18 145.0
定員 520 760 240 146.2
事業所数 2 2 0 100.0
定員 10 10 0 100.0
事業所数 2 2 0 100.0
事業所数 39 46 7 117.9

※１　都民施設を除く

児童発達支援・放課後等
デイサービス

保育所等訪問支援

主に重症心身障害児を支援

共同生活援助

施設入所支援※1

自立訓練（生活訓練）

障害児相談支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

福祉型児童発達支援セン
ター
医療型児童発達支援セン
ター

相談支援

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

区分

居宅介護

生活介護

短期入所

自立訓練（機能訓練）

重度障害者等包括支援
行動援護
同行援護
重度訪問介護



 

57 

  ③ 令和６（2024）～８（2026）年度の障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の見込

量及び今後必要となる事業所数等の試算（県北） 

 

 

A 計画 512 553 592

B 実績 461

事業所数 C 35 39 42 45
１事業所当たりの利用者数 D B/C 13.2
今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 4 7 10

A 計画 6 6 6

B 実績 4

事業所数 C 28 42 42 42
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.1

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 14 14 14

A 計画 79 84 86

B 実績 67

事業所数 C 16 19 20 21
１事業所当たりの利用者数 D B/C 4.2

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 3 4 5
A 計画 9 9 9

B 実績 3

事業所数 C 3 9 9 9
１事業所当たりの利用者数 D B/C 1.0
今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 6 6 6

A 計画 1 1 1

B 実績 0

事業所数 C 0 1 1 1
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.0

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 1 1 1
A 計画 364 302 327 352

B 実績 251

定員 C 247 297 322 346

平均利用者数 D B/C 1.0

今後必要となる定員 E (A/D)-C 50 75 99
A 計画 1,105 1,091 1,125 1,160

B 実績 1,026

定員 C 1,491

今後必要となる定員 D A-C △ 400 △ 366 △ 331
A 計画 9 3 3 4
B 実績 0

事業所数 C 0
A 計画 478 589 628 671

B 実績 563

定員 C 649

今後必要となる定員 D A-C △ 60 △ 21 22

居

住

支

援

系

自立生活援助
利用者数（人）

共同生活援助

利用者数（人）

利用者数（人）

日

中

活

動

系

短期入所

利用者数（人）

生活介護

利用者数（人）

訪

問

系

居宅介護

利用者数（人）

重度訪問介護

利用者数（人）

同行援護

利用者数（人）

行動援護

利用者数（人）

８年度

重度障害者等
包括支援

区 分 サ ー ビ ス 名 等 ５年度 ６年度 ７年度
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A 計画 8 6 6 6

B 実績 0

定員 C 0
今後必要となる定員 D A-C 6 6 6

A 計画 42 29 31 32
B 実績 18

定員 C 56

今後必要となる定員 D A-C △ 27 △ 25 △ 24
A 計画 50 71

B 実績

定員 C

今後必要となる定員 D A-C 0 50 71

A 計画 124 108 115 120

B 実績 77

定員 C 133
今後必要となる定員 D A-C △ 25 △ 18 △ 13

A 計画 377 378 411 448

B 実績 334

定員 C 264
今後必要となる定員 D A-C 114 147 184

A 計画 913 936 971 1,006

B 実績 938

定員 C 1,022
今後必要となる定員 D A-C △ 86 △ 51 △ 16

A 計画 52 40 47 56
B 実績 23

事業所数 C 7

A 計画 433 511 572 642

B 実績 389

定員 C 335
今後必要となる定員 D A-C 176 237 307

A 計画 973 1,017 1,107 1,205

B 実績 901

定員 C 630
今後必要となる定員 D A-C 387 477 575

A 計画 6 2 2 3
B 実績 1

事業所数 C 0

A 計画 60 48 56 69

B 実績 33

事業所数 C 2
A 計画 823 818 879 943
B 実績 728

事業所数 C 58
A 計画 313 351 395 444
B 実績 291

事業所数 C 46
A 計画 21 8 9 10
B 実績 3

事業所数 C 13
A 計画 27 10 11 12
B 実績 3

事業所数 C 13

※ ６～８年度の利用者数の計画は、各市町の見込み
※ ５年度の利用者数の実績は、５年４月～８月の平均
※ 事業所数及び定員については、５年11月１日現在
※ 身近な地域でのサービス供給体制について検討する観点から、療養介護及び施設入所支援は除く

地域移行支援
利用者数（人）

地域定着支援
利用者数（人）

障
害
児
訪
問

系

居宅訪問型
児童発達支援

利用者数（人）

保育所等訪問支援
利用者数（人）

相

談

支

援

系

計画相談支援
利用者数（人）

障害児相談支援
利用者数（人）

就労継続支援
（B型）

利用者数（人）

就労定着支援
利用者数（人）

障

害

児

通

所

系

児童発達支援
利用者数（人）

放課後等
デイサービス

利用者数（人）

就労選択支援

利用者数（人）

就労移行支援
利用者数（人）

就労継続支援
（A型）

利用者数（人）

訓

練

系

・

就

労

系

自立訓練
（機能訓練）

利用者数（人）

自立訓練
（生活訓練）

利用者数（人）

５年度 ６年度 ７年度 ８年度区 分 サ ー ビ ス 名 等
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(6) 両毛障害保健福祉圏域（足利市、佐野市） 

   ① 管内の概況 

   

 

 

 

 

 

 

   

 

   

② 指定障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の状況 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 交付者等 県全体に占 

める割合 

面積     533.8 ㎢ 8.3 %   

人口    253,634 人 13.4 % 

世帯  110,693世帯 13.6 % 

身体障害者手帳     8,450 人  12.0 % 

療育手帳    2,528 人  12.9 % 

精神障害者保健福祉手帳      2,507 人  14.0 % 

特定医療費（指定難病）受給者証    2,265 人  14.0 % 

R2.11.1 R5.11.1 増減 伸び率
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）（Ｂ／Ａ）

事業所数 26 26 0 100.0
事業所数 22 23 1 104.5
事業所数 8 7 △ 1 87.5
事業所数 2 2 0 100.0
事業所数 0 0 0 -
事業所数 27 27 0 100.0
定員 1,107 1,135 28 102.5
事業所数 14 20 6 142.9
定員 63 80 17 127.0
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 1 1 0 100.0
定員 6 6 0 100.0
事業所数 6 6 0 100.0
定員 68 50 △ 18 73.5
事業所数 9 15 6 166.7
定員 160 260 100 162.5
事業所数 35 44 9 125.7
定員 646 838 192 129.7
住居数 73 93 20 127.4
定員 571 710 139 124.3
事業所数 7 7 0 100.0
定員 460 460 0 100.0
事業所数 24 28 4 116.7
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 1 1 0 100.0
定員 168 194 26 115.5
事業所数 1 2 1 200.0
定員 10 25 15 250.0
事業所数 0 0 0 -
定員 0 0 0 -
事業所数 38 52 14 136.8
定員 410 550 140 134.1
事業所数 1 1 0 100.0
定員 20 20 0 100.0
事業所数 4 5 1 125.0
事業所数 24 20 △ 4 83.3

※１　都民施設を除く

児童発達支援・放課後等
デイサービス

保育所等訪問支援

主に重症心身障害児を支援

共同生活援助

施設入所支援※1

自立訓練（生活訓練）

障害児相談支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

福祉型児童発達支援セン
ター
医療型児童発達支援セン
ター

相談支援

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

区分

居宅介護

生活介護

短期入所

自立訓練（機能訓練）

重度障害者等包括支援
行動援護
同行援護
重度訪問介護
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  ③ 令和６（2024）～８（2026）年度の障害福祉サービス等及び指定障害児通所支援等の見込

量及び今後必要となる事業所数等の試算（両毛） 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 計画 274 277 281

B 実績 267

事業所数 C 26 27 27 27
１事業所当たりの利用者数 D B/C 10.3
今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 1 1 1

A 計画 2 2 2

B 実績 0

事業所数 C 23 23 23 23
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.0

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 0 0 0

A 計画 61 61 61

B 実績 59

事業所数 C 7 7 7 7
１事業所当たりの利用者数 D B/C 8.4

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 0 0 0
A 計画 9 9 9

B 実績 7

事業所数 C 2 3 3 3
１事業所当たりの利用者数 D B/C 3.5
今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 1 1 1

A 計画 1 1 1

B 実績 0

事業所数 C 0 1 1 1
１事業所当たりの利用者数 D B/C 0.0

今後必要となる事業所数 E (A/D)-C 1 1 1
A 計画 77 45 47 49

B 実績 48

定員 C 80 75 78 82

平均利用者数 D B/C 0.6

今後必要となる定員 E (A/D)-C △ 5 △ 2 2
A 計画 680 817 819 821

B 実績 813

定員 C 1,135

今後必要となる定員 D A-C △ 318 △ 316 △ 314

A 計画 5 2 2 3
B 実績 0

事業所数 C 2
A 計画 370 455 478 503

B 実績 443

定員 C 710

今後必要となる定員 D A-C △ 255 △ 232 △ 207

居

住

支

援

系

自立生活援助
利用者数（人）

共同生活援助

利用者数（人）

利用者数（人）

日

中

活

動

系

短期入所

利用者数（人）

生活介護

利用者数（人）

訪

問

系

居宅介護

利用者数（人）

重度訪問介護

利用者数（人）

同行援護

利用者数（人）

行動援護

利用者数（人）

８年度

重度障害者等
包括支援

区 分 サ ー ビ ス 名 等 ５年度 ６年度 ７年度
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A 計画 2 3 3 3

B 実績 1

定員 C 0
今後必要となる定員 D A-C 3 3 3

A 計画 24 13 15 16

B 実績 10

定員 C 6

今後必要となる定員 D A-C 7 9 10
A 計画 18 40

B 実績

定員 C

今後必要となる定員 D A-C 0 18 40

A 計画 58 39 40 41

B 実績 31

定員 C 50
今後必要となる定員 D A-C △ 11 △ 10 △ 9

A 計画 169 240 265 295

B 実績 220

定員 C 260
今後必要となる定員 D A-C △ 20 5 35

A 計画 635 693 707 720

B 実績 680

定員 C 838
今後必要となる定員 D A-C △ 145 △ 131 △ 118

A 計画 40 18 20 22
B 実績 15

事業所数 C 4

A 計画 403 467 480 485

B 実績 441

定員 C 305
今後必要となる定員 D A-C 162 175 180

A 計画 555 842 888 937

B 実績 791

定員 C 470

今後必要となる定員 D A-C 372 418 467
A 計画 6 2 2 3
B 実績 0

事業所数 C 1

A 計画 12 27 29 31

B 実績 28

事業所数 C 5
A 計画 381 485 509 534
B 実績 452

事業所数 C 26
A 計画 212 355 400 453
B 実績 293

事業所数 C 20
A 計画 9 2 3 4
B 実績 2

事業所数 C 9
A 計画 9 2 4 6
B 実績 0

事業所数 C 9

※ ６～８年度の利用者数の計画は、各市町の見込み
※ ５年度の利用者数の実績は、５年４月～８月の平均
※ 事業所数及び定員については、５年11月１日現在
※ 身近な地域でのサービス供給体制について検討する観点から、療養介護及び施設入所支援は除く

地域移行支援
利用者数（人）

地域定着支援
利用者数（人）

障
害
児
訪
問

系

居宅訪問型
児童発達支援

利用者数（人）

保育所等訪問支援
利用者数（人）

相

談

支

援

系

計画相談支援
利用者数（人）

障害児相談支援
利用者数（人）

就労継続支援
（B型）

利用者数（人）

就労定着支援
利用者数（人）

障

害

児

通

所

系

児童発達支援
利用者数（人）

放課後等
デイサービス

利用者数（人）

就労選択支援

利用者数（人）

就労移行支援
利用者数（人）

就労継続支援
（A型）

利用者数（人）

訓

練

系

・

就

労

系

自立訓練
（機能訓練）

利用者数（人）

自立訓練
（生活訓練）

利用者数（人）

５年度 ６年度 ７年度 ８年度区 分 サ ー ビ ス 名 等
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  ３ まとめ 

     栃木県障害福祉計画（第７期計画）・栃木県障害児福祉計画（第３期計画）の策定に当たっ

て、障害保健福祉圏域ごとに行った県と市町による障害保健福祉圏域調整会議での意見交換を

踏まえ、各圏域の課題及び今後の方向性について、次のとおりまとめました。 

 (1) 圏域の課題 

①宇都宮圏域（宇都宮市） 

○ 相談支援体制の充実 

 サービス等利用計画の作成を含めた相談支援を行う人材の育成、個別事例におけ

る専門的な指導や助言等について、基幹相談支援センターを中心に障がい者生活支

援センターや保健と福祉のまるごと相談窓口「エールＵ」等と連携した相談支援体

制の更なる充実が必要です。 

      ○ 地域生活支援拠点等の機能の充実 

 地域生活支援体制について、関係機関と連携を図りながら支援を実施していくと

ともに、その機能の充実が図られるよう、支援の実績等を踏まえ、運用状況を検証・

検討することが必要です。 

     ○ 精神障害者の地域移行の推進  

         保健、医療、福祉の関係者による協議の場を活用し、精神科医療機関や地域援助

事業者との連携により地域課題の抽出や退院促進に向けた更なる取組を着実に推進

していくことが課題となっております。 

   

②県西圏域（鹿沼市、日光市） 

 ○ 地域生活支援拠点等の機能の充実 

 地域生活支援拠点等について、関係機関との情報共有や連携により、その機能を有

効に活用し、緊急時の短期入所受入等への対応が課題となっております。 

○ 児童発達支援センターの確保 

 地域資源の不足や既存の関係施設との整理の課題があることから、児童発達支援

センターの確保に向け、地域におけるニーズを加味した上で、児童発達支援センター

と同等の中核的な支援機能を有する体制を整備することが求められます。 

   

③県東圏域（真岡市、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町） 

      ○ 一般就労への移行等の推進 

 障害福祉サービス事業所や就労先企業が圏域内に偏在しており、公共交通機関が

少ない中で、一般就労への移行を進めるには、交通手段の確保が課題となっていま

す。 

         ○ 精神障害に関する協議の場の設置 

         精神科医療機関、地域援助事業者、市町などで精神障害にも対応した地域包括ケ

アシステムの共通認識を図るとともに、重層的な連携による支援体制を構築するこ

とが求められます。 

 

④県南圏域（栃木市、小山市、下野市、上三川町、壬生町、野木町） 

○ 相談支援体制の充実 

 障害児のサービス等利用計画の作成を行う相談支援事業所の相談支援専門員の育

成、個別事例における専門的な指導や助言等について、基幹相談支援センターを中

心とした相談支援体制の更なる充実が必要です。 
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○ 児童発達支援センターの設置 

     児童発達支援センターの設置に向け、地域におけるニーズを加味した上で、児童

発達支援センターと同等の中核的な支援機能を有する体制を整備することが求めら

れます。 

○ 一般就労への移行等の推進 

 一般就労への移行について、移動手段が少ないことから、勤務対象となる事業所

が限定されるケースがあり、一般就労への移行が進まない状況です。 

 

⑤県北圏域（大田原市、矢板市、那須塩原市、さくら市、那須烏山市、塩谷町、高根沢町、

那須町、那珂川町） 

      ○ 相談支援体制の充実 

             基幹相談支援センターが設置されていない市町があるため、設置を促進するとと

もに、相談支援専門員を計画的に確保することが求められています。 

     ○ 地域生活支援拠点等の機能の充実 

 地域生活支援拠点等について、関係機関との情報共有や連携により、その機能を

有効に活用していくことが求められます。 

     ○ 精神障害に関する協議の場の設置  

         保健、医療、福祉の関係者による協議の場の未設置市町を支援するとともに、市

町の協議の場と圏域の協議の場を連動させて地域課題を抽出し、支援体制を構築す

ることが求められます。 

 

⑥両毛圏域（足利市、佐野市） 

 ○ 地域生活支援拠点等の機能の充実 

 地域生活支援拠点等について、関係機関との情報共有や連携により、その機能を

有効に活用し、緊急時の短期入所受入等に対応していくことが求められます。 

○ 精神障害に関する協議の場の設置 

       保健、医療、福祉の関係者による協議の場を設置し、精神科医療機関、その他の

医療機関、地域援助事業者、市などとの重層的な連携による支援体制を構築するこ

とが求められます。 

 

(2) 今後の方向性 

障害福祉サービス等の提供については、地理的要因や人口規模など様々な要因から各障

害保健福祉圏域間又は圏域内において差が生じている状況にあります。一方、地域で生活

するための居住の場の確保など、全県的な課題となっているサービスもあります。こうし

た課題に対して、以下のとおり地域における社会資源の確保に向けた取組が重要となりま

す。 

     ○ 相談支援体制の強化 

個々の障害当事者の幅広いニーズと様々な社会資源の間に立って、多様なサービスを

効果的に結びつけていくとともに、社会資源の改善や開発の推進を具体的に図っていく

ためには、相談支援専門員の役割が重要となります。そのため、相談支援従事者の研修

を充実させて、相談支援専門員の確保と質の向上を図っていく必要があります。 

また、基幹相談支援センターを設置し、相談支援事業所へのスーパーバイズや事業所

間の連携等により、相談支援体制の充実・強化を図ります。 
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     ○ 自立支援協議会の活用 

居住の場の確保やサービスの不足については、市町が自立支援協議会を十分に活用す

ることなどにより、個別事例の検討を通じて地域で不足するサービス等を具体的に分析

し、データを示しながら事業者や関係機関に対して実施に向けた取組を促す必要があり

ます。 

また、自治体と事業者等がサービスの充実に向けた有機的な連携を行うなど、関係機

関が協働して対応します。 

 

     ○ 広域的連携の強化 

新たな社会資源を迅速に開発することは容易ではないことから、圏域内の既存の社会

資源を適切に組み合わせて活用することが重要となります。そのため、県や各市町、障

害福祉サービス事業所等は、地域の課題を圏域内で共有し、相互連携の強化により、効

果的なサービス提供を図ります。 

 

    ○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

      精神障害者等が地域の一員として、安心して自分らしく生活できるよう、保健、医療、

障害福祉・介護、住まい、社会参加、地域の助け合いが包括的に確保された地域包括ケア

システムの構築を推進します。地域包括ケアシステムの構築に当たっては、計画的に地

域の基盤を整備するとともに、市町や障害福祉・介護事業者が、精神障害の程度によら

ず地域生活に関する相談に対応できるよう、圏域ごとの保健、医療、福祉関係者、当事

者、家族等による協議の場を通じて、精神科医療機関、一般医療機関、地域援助事業者、

市町などとの重層的な連携による支援体制を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


